
　１　決算規模

　　平成１６年度の県内４８市町村（17年3月31日現在の団体）の決算規模は、歳入６，０８８億７８百万円、歳出６，０９０億

　７５百万円となっており、伸び率は、歳入４．５％減（前年度は１．８％減）、歳出３．５％減（前年度は１．８％減）と、いずれ

　も平成１２年度以降、５年連続で前年度を下回っています。

　決算規模の推移 （単位：百万円、％）

※端数処理により、計等が一致しない場合があります（以下同じ）。
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＜ポイント＞
○　県内４８市町村の決算規模は、対前年度比 歳入４．５％の減、歳出３．５％の減
○　地方税が５年連続減収となったほか、地方交付税及び臨時財政対策債が大幅に減少したことにより
　財政状況が一層悪化
○　経常収支比率及び起債制限比率はともに高い水準にとどまり、財政構造の硬直化が一段と進行
○　将来にわたる実質的な財政負担については、地方債現在高の増、積立金現在高の減少等により対前年
　度比 １．５％の増
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　２　決算収支

　（１）実質収支

　　歳入歳出差引額（形式収支）は、１億９７百万円の赤字であり、これから翌年度へ繰り越すべき財源を控除

　した実質収支は２７億２４百万円の赤字です。

　　市町村計での実質収支比率は▲０．８％であり、前年度（１．４％）を２．２ポイント下回っています。

　　（実質収支が赤字となっているのは、出納整理期間中の歳入歳出がない打切り決算により未収・未払が生じて

　いることの影響が大きく、未収・未払を勘案すると、黒字となるものです。）

　　なお、実質収支が赤字の団体は６団体※となっています。

　決算収支の状況 （単位：百万円、％）

(注)実質収支比率は、加重平均です。

　（２）単年度収支

　　当該年度の実質収支から前年度の実質収支を差し引いた単年度収支は、前年度の１０億４２百万円の黒字から

　５６億２４百万円の赤字となりました（単年度収支が赤字の団体数は２１団体）。

　（３）実質単年度収支

　　単年度収支に、実質的な黒字要素である財政調整基金積立額及び地方債の繰上償還金を加え、実質的な

　赤字要素である財政調整基金からの取崩額を引いた実質単年度収支は、前年度の１９億９５百万円の黒字から

　８８億７５百万円の赤字となりました（実質単年度収支が赤字の団体数は２６団体）。
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　　※　６団体のうち２団体（青森市及び浪岡町）は、打切り決算により赤字となったもので、実質的なものでありません。
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　３　歳　　入

　　地方税が０．５％減（前年度２．５％減）と、５年連続で減少となったほか、平成16年度の地方財政対策に伴う臨時

　財政対策債を含む地方交付税総額の急激かつ大幅な削減の影響により、地方交付税が３．８％減（前年度７．３％減）、

　臨時財政対策債が３３．０％減（前年度８４．７％増）、両者の合計が８．４％減（前年度０．６％増）となり、財政状況が

　が一層悪化しています。

　　また、普通建設事業の抑制に伴い地方債（臨財債除）も１７．６％減（前年度１３．９％減）となっています。

　歳入決算額の状況 （単位：百万円、％）
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交付税＋臨財債 237,207 234,944 233,294 234,596 214,919

臨財債発行額 9,423 19,915 36,779 24,654

地方交付額 237,207 225,521 213,379 197,816 190,265

増減率(交付税＋臨財債) 2.0 ▲ 1.0 ▲ 0.7 0.6 ▲ 8.4

増減率（交付税） 2.0 ▲ 4.9 ▲ 5.4 ▲ 7.3 ▲ 3.8
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※地方譲与税等には、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付
金、特別地方消費税交付金及び自動車取得交付金を含んでいます。
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※グラフ中の「地方譲与税等」には、地方特例交付金、利子割交付金などを含みます。

歳入決算額･構成比の推移
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　４　歳　　出

　（１）目的別歳出

　　目的別歳出の主な構成比は、民生費２５．０％、公債費１４．０％、総務費１２．８％、土木費１２．７％、

　教育費１１．５％の順となっています。

　　伸び率では、総務費が８．８％減、教育費が６．７％減、農林水産業費が６．２％減、となっています。

　目的別歳出決算額の状況 （単位：百万円、％）
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　（２）性質別歳出

　　

　

　性質別歳出決算額の状況 （単位：百万円、％）

15.3 ▲ 15.8

▲ 4.5

▲ 7.9

▲ 9.410.1 ▲ 14.2 71,850 11.4

5.0

38.3▲ 3.3

35,044▲ 13.0

241,692

5.6

61,618

投 資 的 経 費

そ の 他 の 経 費

普 通 建 設 事 業 費

補 助 事 業 費

単 独 事 業 費

災 害 復旧事業費 1,061

93,151

▲ 0.5

合 計 609,075 100.0 ▲ 3.5 630,976 100.0 ▲ 1.8

233,703 38.4

0.2 ▲ 71.1 3,671 0.6 ▲ 61.6

30,472

110,565 17.5 ▲ 12.0

92,089 15.1 ▲ 13.9 106,894 16.9

13.8 ▲ 0.9

88,204 14.5 6.1 83,101 13.2

87,059 14.3 0.2

10.8

▲ 2.4

278,719

伸 び 率

区      分 平成１６年度

86,844

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

46.3 1.3

決 算 額構 成 比 決 算 額構 成 比伸 び 率

平成１５年度

44.2 1.7

17.2106,958 ▲ 1.7 108,774

義 務 的 経 費 282,221

17.6

性質別歳出決算額・構成比の推移

116,578
(17.5%)

115,831
(17.7%)

111,421
(17.3%)

108,774
(17.2%)

人件費 106,958
(17.6%)

67,141
(10.1%)

72,022
(11.0%)

74,998
(11.7%)

83,101
(13.2%)

扶助費 88,204
(14.5%)

80,366
(12.0%)

83,295
(12.7%)

87,658
(13.6%)

86,844
(13.8%)

公債費 87,059
(14.3%)

46,919
(7.0%)

43,583
(6.7%) 36,697

(5.7%)

35,044
(5.6%)

補助事業費 30,472
(5.0%)

98,201
(14.7%)

92,115
(14.1%)

79,346
(12.3%)

71,850
(11.4%)

単独事業費 61,618
(10.1%)

11,848
(1.8%)

3,253
(0.5%)

9,572
(1.5%)

3,671
(0.6%)

災害復旧事業費
1,061(0.2%)

246,154
(36.9%)

244,731
(37.4%)

242,884
(37.8%)

241,692
(38.3%)

その他 233,703
(38.4%)

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

800,000

平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度

決
算
額

（
百
万
円

）

667,20

義
務
的
経
費

投
資
的
経
費

654,830 642,576 630,976 合計609,075

　性質別歳出のうち、義務的経費の伸び率は１．３％増（前年度１．７％増）と前年度の伸び率を下回っています。
　内訳を見ると、人件費は、行政改革等により職員数が減少したこと等から１．７％減（前年度２．４％減）、扶助費
は、児童手当の支給対象が拡大したことや保護率の上昇にともない生活保護費が増加したこと等から６．１％増
（前年度１０．８％増）、　公債費は０．２％増（前年度０．９％減）となっています。また義務的経費の歳出総額に占
める割合は、前年度に比べて２．１ポイント増の４６．３％となっています。
　一方、投資的経費の伸び率は１５．８％減（前年度１２．０％減）と前年度の伸び率を下回っています。
　内訳を見ると、普通建設事業費は、青森市の中学校給食施設整備事業や五所川原市の立佞武多の館建設事
業が前年度で終了したことの影響等により１３．９％減（前年度７．９％減）、災害復旧事業費は、公共土木施設災
害復旧費が減少したことなどにより７１．１％減（前年度６１．６％減）となっています。
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(参考１）　東北６県における人件費の推移

※　平成7年度を100とした場合の指数でみると、平成１５年度は、東北６県中最も低いものとなっています。

(参考２）　保護率の推移

市部における保護率の推移
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‰

※ 平成12年度以降の保護率の推移をみると、上昇傾向にあります（なお、平成１７年３月分では、市部・町村部を含め
た県全体の保護率は高い方から全国では４番目、東北６県では最も高いものとなっています。）。

(参考３）　東北６県における公債費の推移

※ 平成７年度を100とした場合の指数でみると、平成１５年度は、東北6県中岩手県に次いで高いものとなっています。

公債費の推移（平成７年度を100とした場合の指数）
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　５　財政構造

　（１）経常収支比率

　　経常収支比率は、市町村平均９２．０％（前年度８８．３％）、市平均９２．２％（前年度８８．５％）、町村平均

　９１．７％（前年度８７．９％）となっており、いずれも前年度を上回っています。

　　経常収支比率が９０％以上の団体は３２団体であり、全体の約６７％を占めています。

(注)平成13年度より経常収支比率の算定方法が変更となったため、平成12年度の比率も変更後の方法で算定しています。

　（２）公債費負担比率

　　公債費負担比率は、市町村平均１９．２％（前年度１８．６％）、市平均１９．２％（前年度１７．６％）、町村平均

　１９．２％（前年度１９．８％）となっており、市町村平均及び市平均で前年度を上回っています。

　　公債費負担比率が２０％以上の団体は２２団体であり、全体の約４６％を占めています。

　（３）起債制限比率

　　起債制限比率は、市町村平均１２．２％（前年度１１．９％）、市平均１２．５％（前年度１２．１％）、町村平均

　１１．８％（前年度１１．６％）となっており、いずれも前年度を上回っています。

　　なお、起債制限比率が１５％以上の団体は８団体であり、全体の約１７％を占めています。

　※　実質収支比率（平成12～15）

※「全国市町村平均」は総務省「地方財政の状況」より

経常収支比率の推移
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　６　積立金の状況

　

　　積立金の平成１６年度末現在高は、一般財源不足を補うために取り崩しが進み、前年度末に比べて減少しています。

　積立金現在高の状況 （単位：百万円、％）

（単位：百万円）

財 政 調 整 基 金

区      分 平成１６年度

18,849

減 債 基 金 23,274

37,967

81,641

その他特定目的基金

合 計

17,705

30,175

▲ 5,569

▲ 7,792

66,728 ▲ 14,913 ▲18.3

増　　減　　額

20,400 ▲ 1,551

増　　減　　率

▲7.6

▲23.9

▲20.5

平成１５年度

山形県宮城県 秋田県 福島県

81,641 95,010 217,865 88,492 62,498 191,333 

青森県 岩手県

県内市町村の積立金現在高の推移
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合計 105,507 98,464 94,679 84,306 81,641 66,728

その他特定目的基金 59,289 49,731 47,047 41,038 37,967 30,175

減債基金 32,782 32,660 30,024 25,144 23,274 17,705

財政調整基金 13,437 16,073 17,608 18,124 20,400 18,849

平成７年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度

(参考４）　東北６県における積立金現在高の推移

※　平成7年度を100とした場合の指数でみると、平成１５年度は、東北６県中最も低いものとなっています。

積立金現在高の推移（平成７年度を100とした場合の指数）
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　７　将来にわたる財政負担等の状況

　（１）地方債の状況

　　地方債の平成１６年度発行額は６９２億１０百万円で、前年度に比べて２１６億１９百万円、２３．８％減少しています。

　　これは、平成１３年度から始まった地方交付税の振替措置である臨時財政対策債の減少の影響が大きく、臨時財政

　対策債の平成１６年度発行額は２４６億５４百万円で、前年度に比べ１２１億２５百万円、３３．０％減少しています。

　　地方債の平成１６年度末現在高は８，２６０億７１百万円で、前年度末に比べて１６億８９百万円、０．２％増加

　しています。

　　なお、地方債現在高から臨時財政対策債を除いた現在高は７,３５５億３１百万円であり、前年度末に比べて

　２２７億５２百万円、３．０％減少しています。

(注)地方債現在高は、特定資金公共投資事業債を除いた額です。

　（２）将来にわたる実質的な財政負担

　　「地方債現在高＋債務負担行為による翌年度以降支出予定額－積立金現在高」の算式で求められる、将来に

　わたる実質的な財政負担は７，９８２億９２百万円で、前年度末に比べて１１５億３８百万円、１．５％増加しています｡

　　標準財政規模に対する比率は２３７．９％となっており、前年度と比べると５．０ポイント増となっています。

　将来にわたる実質的な財政負担 （単位：百万円）

47,999 43,121

平成13年度 平成14年度

782,847 799,832

区      分 平成12年度

積 立 金 現 在 高 Ｃ 98,464

地 方 債 現 在 高 Ａ 761,784
54,892債務負担行為翌年度以降支出予定額Ｂ

94,679 84,306

786,754 798,292

81,641 66,728

44,013 38,949

平成15年度 平成16年度

824,382 826,071

実質的な財政負担（Ａ＋Ｂ－Ｃ) 718,212 736,167 758,647

地方債の状況
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地方債発行額 79,045 81,136 82,716 90,829 69,210

臨時財政対策債発行額 9,423 19,915 36,779 24,654

地方債発行額（臨財債除） 79,045 71,713 62,801 54,049 44,556

地方債現在高 761,784 782,847 799,832 824,382 826,071

地方債現在高（臨財債除） 761,784 773,424 770,497 758,283 735,531

平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度

地方債現在高と構成比の推移
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将来にわたる実質的な財政負担の推移
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